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中小企業金融制度の再編成
矢　島　保　男
1．はしがき
　昭和41年6月に発足Lた金融制度調査会中小企業問題特別委員会は，去る
略和42年10月20目に「中小企業金融制度のあり方について」の答申を大蔵
大臣に提出した。この間約一年有半，この答申をめぐっての議論や関係業界の
動きなどには注目すべきことが多かった。ことに，この特別委員会の中立委員
である川口氏（中央大学教授）と末松氏（名古屋犬学教授）の案，および大蔵省金
融制度調査官である滝口氏の案の三案をめぐって，いずれを可とし，いずれを
否とするかなど大きな論議をかもしだした。というのは，川口案は現状分析を
もとにして・比較的無理のないやり方で現状を改善しようとするものであった
し，末松案や滝口案は川口案よりもやや急進的なところがあったからである。
たとえぱ信用金庫についてみると，川口案ではその存続が認められているが，
末松案や滝口案ではそうではなかったからである。
　しかしいずれにしても，前述のごとく，「答申」は既に為されたのであり，
その内容も明らかにされ，そこには上記の三案がい■〕いろとミヅクスされてい
ることもわかる。そこで・ここでは川口，末松，滝口の三案がどのようなもの
であったかの説明は除くことにしたい。そして本稿では，まず中小企業金融機
関についてどのようなことが問題になってきたかを明らかにし，かかる点から
今度の答申の内容の裏付げをするとともに，その内容の問題点の一端に触れよ
うとするものである。
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2．中小企業金融機関の問題点
　まず，各種金融機関の中小金融におげるシエアを明らかにLた第1表をみよ
㌔銀行のシエアが次第に減退L・中小企業金融機関，なかんずく相互銀行と
信用金庫のそれが増大していることがわかる。すなわち，たとえぱ昭和30年
から40年のあいだに，都市銀行は約10劣のシエアの減退をみているのでありテ
逆に信用金庫は8劣近いシエアの増大をみているのである。何故にかかる結果
が起ったのであろうか。それにはいろいろの原因が挙げられるが，その根本原
因は，わが国経済の高度成長そのものであったといえる。すなわち，高度成長
は，一口にいって産業構造の急速な重化学工業化であるといえるから，大企業
に要する膨大な資金を賄うのに銀行（ことに都市銀行）は忙しく，中小企業へ
の信用供給については制隈せざるをえなくなったのであり，そこに中小企業金
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融のユァポケットが生れ，そのなかに相互銀行（以下相銀と略す）や信用金庫
（以下信金と略す）が入りこんでいってシェアを拡大したわげである。ことに，
産業の重化学工業化に伴触・，中小企業も近代化を促進していかなげれぱなら
ず，そのための長期の設備資金や運転資金の調達を必要としたのであった。
　もっとも，高度成長過程を通して相銀や信金が中小企業へ直接融資すること
に専念しなかったという点で非難を浴びたこともあったらすなわち，相銀や信
金が本来は預金支払の準備資産として保有すべきコールを利殖的な運用資産と
して利用L，そのために地元産業への融資がおろそかになったということであ
る。しかし，このことで一概に相銀や信金を責めることは当らない。わが国の
産業構造（ごとにエ業にっいて）は，周知の通り，中小企業の大部分が大企業の
下請け関係に置かれている。従って急速な重化学工業化への途も，まず親企業
である大企業からはじめられて，それが或る程度の成果を坂めていく過程にお
いて，下請げの中小企業へと波及していくわげである。そこで，相銀や信金が
都市銀行へのコールを通して大企業の資金調達に寄与したからといって，それ
は，わが国経済の自然の成行きに沿っただけであって，非難を受けることでは
なかったのである。ただかかる資金運用ルートが余りにも容易に収益があがる
ものであったために・，相銀や信金のなかに，かかるルートに頼りすぎて，事務
内容の合理化や改善を進めることに余り努力しなかったもののあったことはい
ためない。
　さて，上述してきたごとく，相銀や信金のシェアは著しく増大してきたので
あるが，しかし，高度成長のひずみが顕在化した昭和39年を境にして・中小
企業向け融資について，相銀や信金と銀行との関係は，大きな変化がみられる
に至ったのである。いま第2表をみていただきたい。この表は都市銀行，地方
銀行，相銀，信金について，中小企業への貸出の前年同月に対しての増減比を
求めたものである。これによると，39年以前は，都市銀行や地方銀行の貸出増
カロ率が減少したときにも，相銀や信金のそれは減少しないか，遡こ増加してい
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第2表　中小企業向げ融資とその前年同月対比増減率
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ることがわかる。すなわち昭和32～33年の金融引締期において，都市銀行や
地方銀行の貸出増加率は激減しているが，信金のそれは余り減少していないし，
相銀については催かながら増加Lているのである。そして，これとほぽ同じこ
とが36～37年の後退期についてもみられるのである。このことは，要するに，
相銀や信金が銀行の中小企業への融資の増滅に応じて，これを補完する役割を
果してきたことを意味するであろう。昔から銀行（ことに都市銀行）は大企業に
7割，中小企業に3割という程度の割合で貸出を行ってきている。中小企業へ
の貸出は，単位当り比較的少額であり，手数もかかり，それだげでみると大企
　I146
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　153
業への貸出よりも収益率が低いことが考えられるが，反面，貸出側の独占的地
位を利用して，有利な条件で遂行しうるわけであるから，銀行が資金需給をう
まくアレソジする手段として利用されてきたと考えられる。つまり，大企業へ
貸出してもなお資金が余るときには中小企業への貸出を増し，大企業へ貸出す
資金が不足するときには申小企業から資金を引上げるということであった。昭
和32～33年や36～37年の金融引締めのときに，上記のごとく相銀や信金の
貸出増加率が余り減らなかったり，増加したことは，まさにかくのごとき銀行
の行動から受ける中小企業への資金的痛手を補うためのものであったといえる。
　Lかし39～40年においてはどうであろうか。都市銀行や地方銀行の貸出増
加率が低下すると同時に，相銀や信金のそれも低下したことがみられるであろ
う。これは高度成長によって発生Lたひずみが如何に大きかったかを，また高
度成長の時代がここに完全に終ったことを示したものであり，かかる経済構造
の大きな変化に直面して，金融溝造自体も新しくこれに対処しなげれぱならな
いことに在ったのである。概観すると，大企業は昭和36～37年には既に過剰
生産の圧力下にあったのあるが，わが国経済に急激な景気後退がこたかったの
は，大企業に比較してその拡張が比較的おくれていたサービス部門の投資や中
小企業の設備投資が36～38年において伸びたこと，および個人消費の大きな
伸びがあったからであ私　Lかるに38年に国際収支の危機に面Lて金融引締
政策がとられた頃より，サービス部門の投資も中小企業の設備投資も漸く一段
落しかけてきたのであり，更に39年の後半期から個人消費の伸びも大きく後
邊したのであった。要するに，高度成長のひずみは，投資と消費がともに一ラ
ウソド終ったといったような姿のあらわれであったわげであって，従って，そ
の後，深刻化Lた不況を回復させるために財政面からの刺激を必要とし，長期
内国資の発行が行われたのも宜なるかなであった。そして，金融制度の面にお
いても，この新しい経済の転換に沿うような方向への歩みが必要となったので
ある。
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　かかる過程において，中小企業金融に関してあらわれたきわだった現象の一
つは，申小企業金融に対する各機関の競争激化ということであった。ことに，
それは，銀行の中小企業への貸出の積極化ということに関係していた。すなわ
ち，相銀や信金カミこれまで苦労して開拓し，その規模が次第に大きくたって
きた中小企業，なかんずく中堅企業といわれるようになっものに対する銀行
の進出が激しくなり，ここに相銀や信金とのあいだに顧客の奪い合いが起った
のであ礼銀行がかかる行動に出たのは，既述のごとく，大企業についてば
設備投資が一段落し，長期的にみて自已金融が充実していく過程に入り（昭和
39～40～41年にかけて企業の設備資金調達のなかに占める内部資金一杜内留保と減
価償却一の割合は著しく増加している），やがて銀行の大企業への貸出は鈍らざ
るをえないという意識をもつに至ったものと考えられる。
　かくして相銀や信金にとっては，得意先である優良た中小企業を確保し，更
に新規の貸出先を開拓するために，銀行との激烈な競争を覚悟しなけれぼなら
ないこととなり，ここに，その業務の上に課せられた各種の制約を撤廃して銀
行との競争力を増そうという要求が出されるところとなった。すなわち40～
41年にかけて，相銀や信金はその協会等を通して，かかる要求を当局に対して
Lぱしぼ提出したのである。たとえぱ，相銀や信金は支払準傭や預貸率の制限
などに，銀行よりも厳しい規制を受げているし，営業地域等にも銀行よりも強
い規制を受げているが，これらを銀行と同等にし，また更に員外貸出の緩稲や
公金等の取扱いなどにおける銀行との差別を撤廃すること等々が要求されたの
である。
　このように，相銀や信金が制度の上で銀行と同等になりたいという欲求は，
既述したごとき高度成長を通してのシエアの拡張や，上述のごとき銀行からの
攻撃からみて，当然のことといえるが，更に歴史的にみても楯銀や信金がかか
る方向に進みたいと欲したことには或程度肯定できる。というのは，改めて説
明すべくもなく，相銀は無尽会杜から，また信金は信用組合から転換Lたもの
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であるが，両者ともその転換の当初から，単なる相互扶助的ないし協同的な組
織であるという性格にとどまらず，多分に普通銀行的側面をもっていたし，ま
た，その後の当局の行政的指導についても，これらを銀行とほとんど同じ方向
にむけて，今日に至ったといえるからである。いい換えれば，実質的には最初
から普通銀行的発展を遂げる仕組みであったわげであ飢
　もっとも，一概に相銀や信金とかいっても，その内部の規模的格差は極めて
大きい。すなわち，そこには地方銀行と肩を並べるに足る大型のものもあり，
それらが一層銀行化するために，上記したごとき要求を出すことは誤った方向
とは思われないが，しかし一般的には，銀行と対等の競争をすることは規模の
点でも無理であったし，現在もそうである。すなわち，おしなべてみて，相銀
や信金は銀行と比較し競争の面では弱体であることが認められなけれぱたらな
い。たとえぱ一機関当りの預金量をとると（昭和41年9月末現在），都市銀行が
10，600億円，地方銀行が1，236億円であるのに対し，相銀は485億円，更に
信金に至っては65億円という少額であるL，また預金原価についても（昭和41
年上期），都市銀行が6，29％，地方銀行が6．30劣であったのに対L，相銀ば
6．99劣・信金は6，75劣で，蓬かに高いのである。
　かくて相銀や信金にとってぱ，不利な立場にたちたがらも，銀行との競争樫
にみずからの進路を開拓Lていかなげれぱならたいという運命に逢着したので
あった。
　そしてまた一方，わが国経済は貿易の自由化から資本の自由化へと進展し，
企業の国際的競争力をますます増大させたげれぱならない段階に到着し，その
ために，企業の生産効率を速かにあげたけれぱならず，それには中小企業の近
代化を一段と促進させる必要に迫られ，その背景にたる金融の重要性が再認識
されるに至ったのである。
　以上述べてきたように，中小企業金融およびその機関についての問題点と動
向をバックにして，中小企業金融制度の再編成が論議されたのであるが，Lか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H49
　156
らぱ，実際に出された答申の内容はいかなるものであろうか。次に項を改めて
取上げることにしよう。
3．答申の内容
　この答申の構成は総論と各論とに区分されており，総論は，（1）わが国金融制
度をめく巾る新Lい槍勢，（2）中小企業金顧問題検討の経緯，（3）報告で取上げる中
小企業金融問題の範囲，（4）民間中小企業金融機関の現状と問題点，（5）民間中小
企業金融専門機関の必要性，の5部門から成り立っており，各論は（1）検討の視
点，（2）類型，（3）営業または事業対象一㍍湘互銀行，（口）信用金庫，㈹信用組合，
〈4）融資限度，（5）最低資本金，（6）営業区域・地区，（7）信用金庫の総代選任方法な
どの改善，（8）信用組合の設立など，（9）支払準備規制および余裕金の運用，⑩合
併・転換など，⑪信用補完制度，⑫預金保険制度，の12部門から成り立って
いる。
　上に列挙Lた各項目によって答申の内容はほぽ推量できるであろうカミ，いま，
その重要な点について，総論と各論のそれぞれについて間題にしていきたい。
　総論では，何故に中小企業金融聞題が検討されなげれぱならないか，またそ
の結論として，なぜ中小企業金融専門機関が必要であるかということを説明す
ることに中心がおかれている。
　既にわれわれがみてきたように，高度成長の遇程において・各種金融機関相
互の同質化（すたわち相銀や信金の銀行化）や麓争の激化，更には同種金融機関内
での規模の格差の増大などがあらわれてきたのであるが，答申はまずかかるご
とを指摘しさらに40年代になってからは，わが国経済の体質が，（イ）高度成
長から安定成長へ，（口）企業の設備投資中心の成長から，公共部門や傾人部門を
含めての均衡のとれた成長へ，い国資政策の導入とか資本取引の自由化へ，と
いうように，大ぎく転換したこと，従って金融の今後のあり方も，かかる転換
に沿ったものでなげればならたいことを述べている。しかも，とりわけ，経済
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全体の効率化という見地から，資金を最も効果あるところに利用させて，金融
全体の効率を高めることの重要性を強調している。そして，それには金融機関
相互間に適正な競争原理が働く環境が整備されていなけれぱならないとしてい
るのである。
　LかL，既述のように，高度成長を通して変質した現状の中小企業金融機関
では，上記のごとき目標に沿った金融を遂行できるものではないので，答申は
次のごとき観点から，中小企業金融専門機関を設げる必要があるという結論に
達している。すなわち，その観点というのは次のごときことである。すたわち・
（イ）中小企業金融の安定性一→既にわれわれがみたように，中小企業金融に対す
る銀行の行動で明らかなように，中小企業金融は概して景気動向によって激し
く変動して安定性がなかったが，今後は資金が安定的に供給される必要がある
こと，（口）中小企業に適した金騒→中小企業の一般的性格や個々の企業の経営
内容を理解して，きめ細かいアドニミイスを与えたがら金融が行われること，ω
わが国中小企業金融の特殊性→わが国は欧米諸国よりも中小企業が経済全体
に占める比重が大きく，金融機関への依存高が高いということ。
　以上が総論の犬体の内容であるが，次に各論について大要を説明しよう。
　総論では，中小企業金融専門機関の設立が必要であるということが明らかに
されれが，Lからば，それは王現在の民閻中小企業金融機関である相銀や信金
や信用組合を存続させて，これを改善することによってその目的を達成させよ
うとするのか，或いは新しい組織をつくって，それへ上記の機関を改編させて
いこうとする（中小企業銀行をつくって，そのなかに相銀と信金を一本化し，中小企
業銀行と信用組合との二種類にするとか，また，専門機関を株武会杜組織と協同組合組
織とにわけて，椙銀ば主として前者に，信用組合は後老に，信金のうち機能を充実した
いものは前老に移行させ，協同艦織性を維持したいものは後者に移行させるとかする）
のかが問題に淀るが，答申では，結局のところ，現在の制度を存続させ，目的
に沿ってそれぞれの機関を再検討していくことが適当であるということになっ
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た。それは，現在，中小企業そのものが規模や業態の上で多種多様であるので，
その金融もいろいろのパイプがあった方がよいこととか，現在の制度を急激に
変化させることは却って混乱をもたらすとか，新Lい組織にまとめたとすると，
中小企業のうちの大きいものや中堅企業へ融資が片寄って，小規模零細企業へ
の融資が円滑にいかなくなるのではないかという理由によったのである。
　しからぱ，現在の機関をどのように改善しようとするのであろうか（ここでは
相銀と信金だげを取上げる）。
　（1）融資対象
　相銀は比較的規模の大きいものを含めた中小企業の金融機関として，その対
象となる企業は資本金2億円以下か（現行の中小企業基本法では，中小企業は資本
金5，000万円以下，ただし鉤・小売業，サーピス業は1，000万円以下である），従業員
数300人以下のいずれかをみたしていれぱよいことにする。そして中小企業以
外への貸出隈度は総貸出額の20劣以内とする。
　信金にっいては，その会員にたるための基準を，資本金1億円以下か従業員
数300人以下のいずれかをみたしていればよいこととする。そして員外貸出と
しては，現在認められているものの他に，卒業生金融（遇去に会員であったカ㍉
成長Lて会員資格を失った企業への融資）と小口員外貸出（一時的に30万円以下の融
資を受げるものには，会員とならなくてもよい制度）を認める。しかし　員外貸出
は総貸出の20％以内でなげれぱならない。
　上記のごとく，相銀についても信金についても，対象企業の資本金基準が大
きくなっていることや，信金について卒業生金融や小口員外貸出の制度を認め
ようとしているのは，既述のように，規模の大きい中小企業や申堅企業への銀
行の進出に対抗する力をつけたり，また消費老金融をやりよくさせるものであ
るといえる。
　（2）融資限度
　現在，同一顧客に対する融資限度は，法律によって，相銀については自己資
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本（資本金プラス準備金）の10劣以下ということになっており，また信金にっ
いては自己資本（資本金プラス準鰭金）の20％以下ということになっているが，
実際には相銀も信金もその融資限度は行政指導によって5，000万円以下に抑え
られている。答申においては，現在法律によって決まっている融資限度はその
ままでよいが，行政的に抑えられている金額については，相銀は2億円，信金
は1億円を基準としたらよいとしている。すたわち，この点も中小企業発展の
実情に沿おうとするものといえる。
　（3）最低資本金（出資金）
　現行の相互銀行法と信用金庫法は昭和26年に制定されたものであるから，
そのとき決められた最低資本金（出資額）は現在では全く妥当性を欠くものにな
っており，答申は，相銀について，東京都と指定地では3億円（現行3千万円），
その他では2億円（現行2千万円）に，信金については，東京都特別区と指定地
ではユ億円（現行5千万円），その他では5千万円（現行5百万円）になっている。
　かかる資本金．の増加要求は当然のことといえるが，現実において相銀の約1
割，信金の約1割5分はかかる答申にある要求を充してはいない。そこで，答
申案のようになれぱ，合併や転換たどが問題となるであろ㌔
　（4）合併・転換
　答申では，今後，都市銀行や地方銀行や長期信用銀行等が行なう中小企業金
融もその重要性が高まるから，相銀や信金もその経営基礎を安定させながら，
適正た競争によって効率化をはかっていかなけれぱ杜らないので・相銀同士，
花いし信金同士のあいだで業務提携や合併等を行なったり，また異種金融機関
のあいだの合併や転換ができる法律の途を開くことが必要であろうと述べられ
ているo
4．む　　す　　び
われわれは以上で中小企業金融改善についての答申の大要をみてきた。そL
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てその内容が本稿のはじめでみてきた中小企業金融の動向にほぽマッチしたも
のであり，みずからの進路をいかに開拓していくかの岐路に立たされた相銀や
信金にとって，まさにその揖針となるべきものが出されたといえるであろう。
たとえぱ約1年前（41年の秋）には，国資消化という観点から相銀や信金がコ
スト引下げに一層の努力を払うべきことが大いに論じられたが・これは相銀や
信金にとっては問題であった。というのは，コスト引下げを急遠にさせようと
すれぼ，従業員一人当りの資金量を大きくさせざるをえなくなり，勢い預金の
大口化や営業基盤の拡大という方剛こむかわせることになって，それだげ中小
企業金融機関の色彩を失わせるからであった。すなわち，もしも答申のごとき
改革がなされて，相銀や信金が現状に適した中小企業金融機関になりうるよう
な方向が打出されれぱ，進路についてのかかる矛盾もおのずから解消されてく
るであろう。
　しかし，かかる答申案が実施に移されるとした場合，相銀にしても信金にし
ても，その規模の大小の如何によって影響するところは違ってくるであろ㌦
答申案は全体的にみて中小企業金融機関の大型化を迫っていると考えられるが，
既述のように，最低資本金についても大幅な増カロが要求されているわけで，答
申案が実施されれぱ合併や転換が相当に起るものと考えられる。
　だが，合併や転換が中小企業のためになるように進められなげれぼならな
い。大型化が推進されることによって，小規模企業の金融がそこたわないよう
に注意すべきである。というのは，あたかもアメリカで単一銀行制度と支店銀
行制度とでは，いずれが顧客にとって都合がよいかということを論ずる場合に
出てくると同じ問題が，この場合にもあらわれてくるからである。すなわち，
合併によって本店の数が減り，支店の数が増すことが顧客である中小企業にと
って不利とたる場合がある。つまり，支店銀行制度では貸出面で顧客との人格
的関係がとかく無視されやすくたるからである。いい換えれば支店だと貸出の
多くは本店に稟議しなげれぱならず，顧審を全く知らない人々によって機械的
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な尺度で，その許否が決定されがちになるのに対し，単一銀行だと，その地域
杜会の潜在的な借手をよく知っているので，貸出について顧客の人物が正しく
評価されるわげなのである。まさに地域杜会の金融機関としての存在に大きな
意義をもつ相銀や信金にとって，合併によって顧客との人格的関係が薄れるこ
とは一考Lなげれぱならないことであろう。かって一県一行主義で銀行の集中
が行われ，本店の多くが大都会に移動したために，地域杜会の金融に支障が起
ったこともあったわげである。経済の拡大に合わせて中小企業金融機関が大型
になることは必要なことであるが，当然すぎることとはいえ，いかなる改革に
せよ，それが常に中小企業そのもののためにたるものでなければならないとい
う意識を強く抱くことが肝要である。
〔注〕金融制度調査会中小企業金融問題特別委員会の答申の内容は，昭和42年10月20
　　目の目本経済新聞（夕刊）に掲載されている。
　　　また，かかる答申までの過去で委員会に提出された川口案「中小企業金融の現状
　　と改善の方向」，末松案「中小企業金融制度改善の方向」および滝口試案「中小企
　　業金融機関についての考え方」については，「信用金庫・第21巻第3号」にその全
　　文が明らかにされているo
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